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はじめに

本稿は， 1970年代すなわち，マグレブ諸国が独

立して10年以上経過した段階での対EC農産物貿

易の構造の解明を課題としている。

他の多くの発展途上国と共通して，マグレブ諸

国でも独立後の経済開発は工業建設を中心として

いた。その際開発に必要な技術・資金援助を「先

進国」に依存することが不可欠であったことは言

うまでもない。本稿はこのような経済開発・近代

化過程における， 1日宗主国フランスを含むEC諸

国とマグレブ諸国との経済関係の変化の意義を，

もっばらマグレブ諸国の経済発展を展望する立場

から，両者間の農産物貿易の分析を通じ解明しよ

うとするものである。

さて，主として貿易統計に関する些細な分析に

立入る前提として，マグレブ諸国の農業問題の現

状についての一般的枠組みを述べておこう。国内

の資本蓄積が決定的に不足していた段階からの，

マグレプ諸国での鉱工業重点の経済開発は，か’')

て産業資本主義の成立にとって原始的蓄積過程が

必要であったのと同様の論理によって，既存の農

業構造の再編を必至とする。実際，工業化の過程
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は，農業部門では，第 1に，下層農民層の離農

（海外出稼ぎ，移民，都市雑業層，下層労働者化など）

を加速的に進め，第 2に，一方では，農業就業人

口の減少，老齢化に伴う生産力の後退，他方では，

工業・都市人口の増加に伴う食糧需要の量的拡大

と食料需要の「高度化］によって，基幹的食糧を

中心とした食糧不足を深刻化させている。しか

し，穀物，砂糖，畜産品などの基幹的食糧の不足

を，単純に，経済開発過程における農政の立遅れ

という面だけで見ることはできない。この問題に

は，植民地時代の，基幹的食糧のフランス本国農

業への依存構造の下で，国内生産が放棄されてき

たという植民地経済の歴史的制約という面が見落

されてはならない。独立後の経済開発のあり方と

いう面と，植民地経済の歴史的制約性という面，

この二面性を見失っては，マグレブ諸国の経済の

現状を正確に理解しえないであろう。

さらに，食糧不足による農産物輸入の増大の場

合と全く同様の問題が，農産物輸出についても指

摘される。つまり，マグレプ諸国の経済的自立の

達成という観点からすれば，輸出用農産物から基

幹的作物への生産転換を図り，食糧の自給体制を

強めることが望ましいことは言うまでもない。し

かし，植民地時代のモノカルチャー的農産物輸出

構造は，工業化に伴う貿易収支の慢性的赤字をか

かえたこれらの国では，外貨獲得という現実的利

益にてらして，容易に放棄することはできないの
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である。また仮にそうしようとしても，生産力構

造の転換は，とりわけ農業の場合，生産の生物学

的・自然的制約と並んで，歴史的に形成された特

有の土地所有にかかわる問題が存在するために，

非常に困難な課題であることはいうまでもない・,

こうした状況の中では，マグレブ諸国は，輸出用

農産物の最大の販売市場である EC諸国での貿易

制度上の既得権の維持を図らざるを得ない。 EC

とマグレブ諸国との経済協力協定の交渉におい

て，農産物貿易制度の取り扱いが重要懸案となっ

た背景には，マグレブ側の，このような切迫した

事情が存在したのである。

ところで，われわれがマグレブ諸国の農産物輸

出市場としてのEC諸国といった場合，旧宗主国

フランスの特殊な位置を見落すことはできないで

あろう。事実，植民地＝宗主国という関係は，マ

グレブ諸国の独立によって断ち切られたものの，

両者の間の特恵関係は，その後も維持されたので

ある。ところが， EEC共同市場の発展は，こう

した関係に変化をもたらす。たしかに現在に至る

までは，対フランス特恵関係を対EC特恵関係に

統合させる形をとることによって， EC市場にお

ける既得権を守り続けてはいるが，従来のフラン

ス／マグレプ関係から， EC／マグレブ関係への

経済・通商関係の転換は，マグレブ諸国の対EC

農産物輸出に多大の影警を与えずにはおかない。

それを要約的に示すと，（1）マグレブ諸国にとって

の貿易相手国の多角化。 (2)EC内部の「南北問題」

といわれる地域格差問題。とくに地中海地域の経

済的・社会的立遅れとの関連での， EC市場にお

ける地中海性農産品の市場再編の動向。 (3)さら

に，地中海北岸諸国（ギリシャ，スペイン，ポルトガ

ル）へのEC拡大に伴う，地中海性農産品の競争

の激化と市場再編等があげられる。

フダレプ諸国］）対 EC農産物貿易

いうまでもなく，マグレプ諸国の国際関係の展

開，とくにアメリカ，ソ連・東欧諸国との経済・

通商関係の動向が，マグレブ／EC関係に対して

規定的に作用していく。しかし，それにもかかわ

らず，今日なお対EC関係が最重要であり続けて

いることに変わりはない。

以上によって，マグレブ／ECの農産物貿易が，

マグレブ諸国の経済開発と，その国際的位置づけ

を鮮明に反映するものであることが理解されよ

う。本稿は，この仮説を可能なかぎり統計的裏付

によって実証してみようとする。植民地経済から

の脱却過程という共通の尺度でマグレブ 3国を比

較検討し，その過程の共通の性格とともに，各国

の特徴をもあわせて明らか：こするためには，本来，

マグレブ 3国について，統一基準による統計比較

が望ましいが， ECまたは国連などの統計では，詳

細な点はカバーしきれない点もあるので，マグレ

プ側各国ごとの資料も利用せざるを得なかった。

そうした結果，本稿の楕成は，各国ごとにその国

の貿易構造全体の中での農産物貿易の地位を確定

するところから，各国の典型的な輸出用農産物の

貿易構造の解明に至るという記述となっている。

I アルジェリア

アルジェリアは， 1962年の独立当初，自然的条

件に恵まれた先進農業地域を支配していたフラン

ス人経営が放棄されたり，農業行政から現場の技

術者にいたる指導層が不在になったため，生産流

通過程全般にわたって危機的状況に陥った。この

・食糧危機に直面して「自主管理農場」が講

築されたことは，アルジェリアの「人民的社会主

義」という政治路線の一つの重要な基礎となっ

た（注1¥こうした、外国人所有地の国有化および

自主管理農場の建設など， 1963年を起点と
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業・土地改革は，第一次改革と呼ばれ，これによ

って，アルジェリアでは外国人植民者（コロン）に

よる農業経営が廃止された。

これに対して， 1971年11月の「農業革命憲章」

によって開始された広汎な農業構造の改革は第二

次改革と呼ばれる。第二次改革は，第一次改革が，

自主管理農場などの公的部門に対象が限定されて

いたのに対して，私的農業経営にまで対象が拡大

された点が本質的に重要である。なぜなら公的農

業部門は，確かに生産額では国の50％以上を占め

てはいるが，農業就業者数では11%，農地（放牧地

を含む）面積では13%しか占めておらず， この部

門のみを対象としては，農業・食糧問題の解決は

実現しえないからである（注 2)。

第二次改革は， 60年代を通じて深刻化してきた

農村の社会問題（貧困，失業，離農の加速的進行）を

解決し，工業化による都市への人口集中が惹起す

る食糧不足に対処するための農業生産を増大させ

ることを目標としていた。改革は多方面にわたる

が，いくつかの電要な側面について触れておこう。

第 1に，様ざまな種類の国有・公有・共有地の地積

調査と，生産協同組合によるそれらの土地の経営。

寄生的大土地所有の制限，収用とその土地の生産

協同組合による経営。第 2に，農業諸部門におけ

る「分権化」の推進。たとえば，自主管理農場の

経営の弾力化が図られたこと。農業資材供給・

産物流通公社(ONAMA,OFLA)の直接管理下にあ

った自主管理農場が， 町村統合農協 (CAPCS)や

果実・野菜供給協同組合の下に置かれたこと。ま

た，この CAPCSが，従来，部門ごとに不統一で

あった農業政策を統一的なものとする上で，農業

革命の基礎組織として位置づけられたことなどで

ある。

これらの改革は，現在なお進行中であり，その
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総括的評価をなしうる段階ではない（注3）。いずれ

にせよ，農業・土地改革それ自体について論ずる

ことは本稿の対象外にある。われわれにとって

は，さしあたり上に見たような諸改革を経て，今

日のアルジェリア農業が，過去の植民地時代の遺

制をどれだけ克服しつつあるのか，また経済開発

過程でどのような問題に直面しているのかを，農

産物貿易構造の分析をとおして明らかにしていく

ことが課題である。

1. 農産物貿易の位置づけとその構造

まず，アルジェリアの対EC貿易の意義を対外

貿易全体の中で明らかにしていこう。第 1表は，

アルジェリアの対外貿易を相手地域別に示してい

る。農産物を含む総輸出額のうち EEC原加盟国

6カ国向けの割合は， 1968年の77.8％から， 1969

年は， 76.4%,1970年73.5%，フランスとアルジ

ェリア間に危機を生じた1971年には64.6％と急減

し，その後も，多少の変動を伴いながら，低下し

ている。つまり，アルジェリアにとって輸出市場

としてのEECの意義は確実に低下しているとい

える。また1973年に新たにEC加盟した 3カ国，

イギリス，アイルランド，デンマークを加えたEC

9カ国の1978年における割合は34.7％であって，

この 3カ国との貿易の比重は小さい。

輸出市場としてのECの後退と対照的であるの

はアメリカとの関係強化であるぼ4)。アメリカ合

衆国への輸出の割合は， 1968年には 0.6%, 1970 

年には 0.8％であったが，石油危機後は， 1974年

25.7%, 1977年48.4%,1978年には 49.2%へと

急激に増大した。このような急激な輸出相手国の

転換は，石油・天然ガスの輸出動向によるもので

ある。また東欧諸国への輸出は， 1968年には 5.4

%, 1969年i-J:8.3 %, 1970年は7.98%,1971年に

は12.0％と確実に増大する傾向にあったが，この



1982020051.TIF

（単位： 1，000ディナール）
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第 1表 アルジェリ アの輸出総額と地域構成
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第 2表 ア ル ジ ェ リ アの輸入総額と地域構成
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第3表アルジェリアの対 EC諸国貿易
（単位： 1OO万ディナール）

”””” 

1965年 1969年 1975年 1977年 1978年

輸 入 、一額l賢茫;i 額門慮炉価 額構成比I (％）価
~ ~ 

額 1構成比 構成正
（％） 

価額
．． (%) 

西デ ドイツ
ンマーク

アイルランド
イギリ ス

イ 夕 リ ア
オランダ
ベネルックス
フ ラ ンス

合 計

輸

出

西デ ドイツ
ンマーク

アイルランド
イギリ ス

イ 夕 リ ア
オランダ
ベネルックス
フ ランス

£ ロ 計

収 支

西デ ドイツ
ンマーク

アイルランド
イギリ ス

イ 夕 リ ア
オランダ
ベネルックス
フ ラ ンス

ムロ 計

77.1 2.71 
8.5 0.3 
... ... 

93.6 3.2 

121.3 4.2 
29.3 1.0 
30.0 1.0 

2,525.8 87.5 2, 

57.8 13.21 2,702. 
11.0 I 0.3, 89. 
4.3 I 0.1 

35.1 3.9’ よ：
19.2 I 12.1 I 1,960 

悶：~ I ~:i 塁
200.1 I 63. 3 I 8,291. 

182 i 4，切5.7
0.6 I 116.0 
0.1 I 41.4 
5.4 I 875.9 

13.2 I 2,861.7 
2.3 I 588.7 
4.4 I 1,164.7 

55.8 I 7,115.0 

25.1 I 6,054.1 I 29.8 
0. 7 214.3 1 1. 1 
0.2 I 51.3, 0.3 
5.1 I 1,116.3; 5.5 

16.8 I 3,667.1 I 18.0 
3.5 I 744.3 I 3. 7 
6.8 I 1,900.9'9.3 

41.8 I 6,600.0, 32.4 

2,886.0 100.0, I 3, 475,01100.0 J 14,847.0j 100.0 ! 17,309.0 1100.0 i 20,348.0 1100.0 

294.8 8.1 695.0 18.6 3,561.1 35.6 3,533.2 38.5 3,340.0 36.5 
5.2 0.1 12.6 0.3 4.4 - 13.9 0.2 9.1 0.1 
...... 3.8 0.1 2.7 - 1. 2 1.0 -

246.0 6.8 2()()．3 5.4 746.3 7.5 330.3 3.6 452.5 4.9 

103.5 2.8 160.6 4.3 1,928.6 19.3 : 1,309.2 
56.9 1.6 28.1 0.8 581.0 5.8 547.8 6.0 470.9 5.1 
113.8 3.1 128.2 3.4 429.0 4.3 390.3 4.3 306.6 3.4 

2,811.5 77.4 2,510.8 67.2 2,764.1 27.6 3,058.3 33.3 2,755.7 30.1 

3,632.0 100.0 3,739.0 100,0 I 10,017,0 100.0 9,183.9 100.0 9,146.0 100.0 

217.7 237.2 858.8 f1 742.5 I I ~2,714.1 
△ 3.3 1.6 A 85.2 f1 102.1 t,. 205.2 

．．． △ 0.5 A 10.7 A 40.2 △ 50.3 
152.4 65.2 A 58.8 ti 545.6 6 663.8 

17.8 
27.6 

△258.6 △ 32.3 ''1,552.5 I,1,856.8 
!l 55.5 245.0 1'40.9 A'%13.4 

83.8 

285.7 i I 
| 

746.0 i 

1'. 36.1 b 219.0 t, 774.4 Al,594.3 
310.7 △5,527.5 △4,056.7 113,844.3 

264.0 △4,830.0 △8,126.0 t,.11,202.0 

（出所） 1963, 69年は Statistiqueagricole, n°3, 1967, n°15, 1975; 1975~78年は AnnuaireStatistique de 

l'Algerie 1979. 

年をヒ゜ークとして，それ以後，低下傾向にある。

以上の検討から，アルジェリアの主要な輸出相

手地域は，資本主義先進国であるアメリカ， EC

を中心とした西欧，次いで東欧諸国であって，開

発途上国向けはきわめて少ないことがわかる。

ついで第 2表によって，輸入相手地域の構成を

みよう。われわれは，そこに，先の輸出の場合と

同様の構造的変化を見出すことができる。すなわ

ち， ECが相手地域として基幹的役割を果たして

いるもの(1)，その相対的地位は次第に後退してき

ぅ0

たという事実である。そして同時に，石油危機以

後，対EC輸出依存率が急落する中で，輸入依存

率がそれほど急減することなく，両者の格差が拡

大している点に注目しておきたい。

いずれにせよ， ECの輸入相手としての地位は，

一貫して低落傾向にある。これと対照的に，アメ

リカの比重は年々増加し (1970年代前半）， その後

一定水準を維持している。東欧諸国，開発途上諸

国との関係では，見るべき変化はない。こうした

中で7~代後半，アジア地域（日本）からの輸入が
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著増したことを指摘しておこう。

ECを中心とした西欧諸国との貿易関係は，傾

向としては，アメリカ向け原油・天然ガス輸出の

急増の影響の下でその相対的比重を低下させては

いるが，今日，依然としてアルジェリアにとって

最重要であることにかわりはないのである。そこ

で次にEC各国ごとに，貿易の特徴をみていこう

（第 3表）。

1954年から62年のエヴィアン協定に至る長期の

独立戦争を経て，フランスから独立したアルジェ

リアは，それまでの宗主国フランスとの植民地関

係の中での排他的経済関係を次第に解消してき

た。石油を中心としたフランス系企業の国有化，

フランス人コロンの土地収用など経済自立政策に

伴って，フランスとの貿易は，アメリカを別とし

て，最重要な位置を占めているものの，その比重

は明らかに低下の傾向にあるといえる。

すなわち， 1963年には，アルジェリアのEC9

カ国（当時は 6カ国）からの総輸入額の約94％ま

でがフランスからの輸入であったのに， 1973年に

は，その割合は， 48.1％まで低下している。この

傾向はまた他のEC諸国向け輸出と比較してみる

と，より鮮明である。つまり， 1965年には， 9カ

国向け輸出額の77％と圧倒的地位を占めていたフ

ランスが， 1973年には西ドイツとほぼ肩を並ぺる

までに後退し， 1974年には西ドイツ39.8%，フラ

ンス37.3％と第 2位にまで落込んでしまったので

ある。この年以降，西ドイツは， EC内でアルジ

ェリアの最大輸出相手国となっている。このこと

は，西ドイツ／アルジェリア関係の強化を示すも

のであるが，その原因は，むしろ， 1971年のフラ

ンス／アルジェリア危機にあるとみるのが妥当で

ある。だが原因のいかんを問わず，70年代に入って

の，この輸出相手国の転換は，アルジェリアの対E

フグレプ諸国の対EC農産物貿易

c貿易構造の特徴の一つとなっているのである。

この点について， EC3カ国に対象を限定して

検討してみよう。第4表に示されているように，

アルジェリアのEC諸国への輸出品は，今日その

圧倒的部分が原油・天然ガスであり，しかもます

ますその比重を高めてきていることが知れる。

1970年代に入ってからは，こうした構造が完全に

定着しているといってよい。とりわけ，経済関係

を強めつつある西ドイツとの間では原油が唯一の

輸出品であるといっても過言でないほどである。

フランスとの関係では， 60年代中頃には輸出額

の3分の 1を占めていた農産関係品の比重が急激

に低下し， 78年には 5％の水準にまで落込んでし

まった。しかし後に見るように，フランスは依然

として最大の農産品輸出市場でありつづけてい

る。他方，イタリアヘの輸出品の中には，鋳鉄な

ど工業製品を一部含むなど，前 2カ国との関係よ

りは，工業国として，より対等な関係を築きつつ

あると推定される。

このように相手国によって多少の差はあるが，

1960年代後半から70年代初頭にかけて，アルジェ

リアはEC諸国に対して原油・天然ガスの供給国

という性格を決定的にしたのである。したがって，

従来フランスに対する輸出品として重要な役割を

果たしてきた農産品の位置は極度に低下してき

た。

次に，アルジェリアのEC諸国からの輸入につ

いてみると，輸出の場合と同様に，農産物の占め

る割合は年々低下し，とりわけ197~代に入って

からは，この傾向が加速的に進行しているように

見える。アルジェリアの経済開発が西欧先進国か

らの工業製品輸入の拡大をもたらしたのである。

また国別にみると，西ドイツ，イタリアと比較し

て，フランスからの輸入では，農産品の割合が一

ぅI
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第4表 アルジェリアのEC3カ国貿易の部門構成
（単位： 1,000ディナール）

1965年 1968年

輸入 価額 1構成比ロー一言

1971年 1974年I) I 1978年I)

（％）価額門研1 価額門慮口` 屹`店価額 i誓
酉農産品2JI 9,9831 12.9 '27,795 I 11.7 I 48,373 I 8.5 I 5,672 I 3.31 240,623 I 4.8 
卜

48,373 
その他 67,151 87.1 1 208,946 88.3 519,537 91.5 1,952,328 96.7 4,816,566 95.2 

{ 9喜醤 晶醤1品：：1 2忌：腐i`—嘉：盟，ttI 1,3乱：盟，i:温：日，討

ィ
ッ総計 77,134I 100.0! 236,741 I 100.01 567,910I 100.0I 2,01s,001 I 100.0I 5,o51,1s9I 100.0 

ァ総計 121,30sI 100.0 i 221,ss4 I 100.0 I s15,2ss I 100.0: 1,361,013 I 100.01 3,764,309 I 100.0 

； 農産品 744,508 Z9.5 1 451,974 19.9 271,244 1 11.9 - 705ぶ 13.1 352,481 | 5.8 
ン

その他 l,781,502 70.51 1,821,666 80.1 2,002,205 88.11 4,665,356 86.9 5,717,733 94.2 

ス総計 2,526,010I 100.01 2,213,640I 100.01 2,213,449 I 100.01 s,311,260 I 100.0 I 6,010,214 I 100.0 

輸出

酉農産品 47,459 16..i] 34,220 石ー 18,806 1.8 17,974 0.4 12,699 0.3 

占石油3) 208,625 70.8 | 461,826 89.7 961,290 94.8 4,492,011 98.5 4,575,812 98.7 

ッ総吐・ 294,761 1 100.0 - 514,935 100.0 1,013,863 100.0 4,558,570 100.0 4,636,728 100.0 

ィ 農産品 8,448 I 8.21 16,013 I 6.9 i 11,093 i 3.51 44,121 I 3.9 I 7,999 I 0.4 
¢石油 40,172 38.8170,616 73.8 273,480 86.2 961,788 85.8 1,682,259 1 91.1 

ァ総計 103,sszI 100.0 ! 231,216 ! 100.0 I 311,293 ! 100.0 I 1, 120,9ss I 100.0 I 1,845,603 I 100.0 

ご 農産品 1 986,122 35.0 458,687, 24.1'162,730 16.4 200,479 4.8 141,480 5.0 

フ石油， 1.16s.oooI 63.o 11,101,4111 11.11 679,2221 68.513,748,0491 89.112,629,574 I 93.1 
ス総計 2,811,481:100.0'2,263,934, 100.0 I 991,119; 100.0 I 4,179,940 I 100.0 I 2,s25,763 I 100.0 

農産品貿易収支

西ドイツ 37,476 I 6,425 I t,, 29,567 I t,, 47,698 I t,, 227,924 
イタリア t,, 849 I t,, 11,620 I t,, 16,961 I 22,043 I t,, 364,185 
フランス 241,614 I 6,713 I t,, 108,514 I t,, 505,425 I 6 211,001 

”̀ ｀ ` ” ”““▲“  

（出所） 1965年は StatistiqueAgricole, n ° 3, 1967; 1968~71年は Ibid.,n° 15, 1975; 1974~78年は Statistical

office of the U. N. Supplement to the World Trade Annual各年次。

（注） 1) 原表のデータは米ドル表示。 1米ドル＝4.179ディナール (1974年）， 3.9659ディナール (1978年）で

換算

2) 農産品の定義： 1965~71年は NDB番号 (01~24, 31, 41, 44, 45, 53, 54, 55, 87), 197 4~78年は

SITC (rev)番号 Co, 1, 21, 231. 1, 24, 261 ~265, 4)に該当する。前者は肥料，農用機械を含む分

だけ数値が大きくなる。

3) 天然ガスを含まず。

して高く，輸出入ともにフランスとの関係が，

アルジェリアの食粗・農業問題にとって璽要な意

義をもっていることが確認される。

以上のような貿易構造の推移を，その収支の面

から見直すと，以下の特徴的事実を指摘すること

ができよう（第4表）。

第 1に，フランスとの関係について見よう。 60

ぅ2

年代末から70年まで，アルジェリアはフランスに

対して輸出超過となっている。この一時的な出超

構造は， 1968年以降，アルジェリア側の穀物輸入

先の多角化によって，アメリカおよびカナダから

の穀物輸入が増大し，フランスからの輸入が減少

したこと。それにもかかわらずフランスヘの原油

輸出が増大したことによってもたらされたのであ
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第5表ーA アルジェリアの対EC農産物貿易（輸出）

った。それが再度，入超構造をとるようになった

のは，アルジェリア側の，経済開発に伴う工業製

品や食糧の輸入増大という一般的事情を背景とし

ながらも，特殊的には， 1971年，フランス系石油

企業の国有化を契機としたアルジェリア／フラン

ス関係の冷却化によるものであった。それ以後，

アルジェリアの原油・天然ガス輸出は，アメリカ

やその他の国へ向けられるようになり，71年以降，

今日までアルジェリアはフランスに対して入超を

記録している。

第 2に，西ドイツとの貿易関係は，着実に強ま

ってきたと同時に， 70年代末には新たな局面がで

てきた。すなわち， 1976年まではアルジェリア側

の原油・天然ガスの多額の輸出による出超構造が

定着していたが， 1977年から，逆に，西ドイツに

対して入超となったことがそれである。この変化

は，西ドイツにおける最気後退の下での輸入需要

の縮減によるものと考えられる。そしてそれとは

反対に輪入は，前年比32%(1977年）， 42%(1978年）

と急増したため，収支の逆転が起きたのであった。

この現象が一時的性格であるか否かは，後日の検

討を待たなければならないが，すくなくても，ア

Jレジェリアが原油・天然ガスの「モノエクスボー

ト」国として，資本主義先進国の景気動向に直接

的に左右される貿易構造を持つに至ったとはいえ

るであろう。こうした中で，額の上では大きくない

53 
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第5表-B アルジェリアの対EC農産物貿易（輸入）
（単位： 1,000米ドル）

フ ラ ン ス EC諸国（フランスを除く 8カ国）

商品名 価 額 構成比（％） 価-- 額 溝成比（％）

11965年|1974年|1978年 1965年11974年1978年 1965年 1974年 1978年 1965年1974年1978年978:¥1 1965¥ 11974¥ 11978¥ 1 

4,272| l]・9] ] ？：｝ 
35.91 32. 1 24.2 2言〗 2[［〗

00 

生食魚穀乳 体製介動品 ・物卵類類肉

8,579i ！ 1,41 4,619 6.9: （)8 5号9,: 01 7,106 762 596 5.7 0.4 0. 1, 
02 20,411 47,940 18,537 16.3 26.51 20.9 3, 26, 
03 397 701 50 0.3 0.4! 0.1 
04 19,757 56,060 17,718 15.8 31.0, 19.9 11,615 

05 果砂 実糖・野 蜜菜 6,591 4,092 4,707 5.3 2.3 5.3 2,282 10,376 
06 33,954 24,852 2,254 27.1 13. 7, 2.5 92 8,714 
07 コーヒー，茶，ココア 1,200 386 119 1.0 0.2 0.1 712 
08 

飼その他食料料品
969 3,878 4,073 0.8 2.1 4.6 4,420 

09 2,294 1,079 2,900 1.8; o.6 3.3 70 672 

11 飲料 2,626 115 198 2.1 0.li I 0.2 159 431 
12 たばこ 461 637 1,206 0.4 0.4 1.4 254 
21 皮 73 1,659 二I

0.1 0.9 1,658 
22 原天油糧種然子ナット 8,999 12,071 

7.2 6.7 洩i2)...:7 8 , ， 

355 856 
231.1 ゴム' 89 802 0.1 0.4 

24 

木天そ油性の材原然他材コの繊動料ル植維物ク

4,:312 1,817 1,442 3.4 1.0 1,000 
261-265 1,160 1,107 706 0.9 0.6 415 

29 2,109 2,635 2,382 1.7 1.5 88 833 

4 脂 4,182 18,910 27,374 3.3 10.5] 730 15,013 

合

1.21 0.5 
0.51 0.6 

2,5851 1.0 1.o o.8 

18,6601 7. 91 17. 91 6.1 

!125,269: 計 125,269)80,913!88,8811 100.0: 100.01 100.01 9,2551 83,998:304,5451 100.0: 100.01 100.0 :304, 5451100. oi 

772 1. 7 
2,015 
2,387i 

:37 3.8 

1,467 
1,875 

（出所） Statistical office of the U. N,, Supplement to the World Trade Annual,各年次。

にせよ，70年代に入って，農産品についてもアルジ

ェリア側の入超となったことに注目しておこう。

最後に，イタリアとの関係では，アルジェリア

側の輸出がそれほど大きな伸びを見せていないの

に対し，輸入が急増し入超が恒常化していること

だけを確認しておこう。

以上の検討から明らかなように，アルジェリア

にとって農産物輸出の対EC貿易における比重

は，原油・天然ガス輸出を大宗とする今日の貿易

構造の中で，急速に低下してきた。こうした過程

での農産物貿易それ自体の変化を次に検討しよ

う。第 5表は，フランスおよびその他のEC諸国

とアルジェリア間の農産物貿易における各品目の

価額および構成比を示している。本表は，単年度

ごとの数値を集約したもので，貿易構造の経年的

変化を見る点では不完全なものである。しかし，

54 

マグレプ諸国の経済的自立を展望する中で，今日

における，これら諸国の農業問題を，貿易の面か

ら解明していこうとするわれわれにとっては一定

の意味を持ちうる。というのは，以下の分析から

明らかにされるように， 60年代の貿易構造と70年

代のそれとの間には顕著な変化が見られるのであ

り，この変化を年々の農業生産の自然的制約によ

る変動だけで説明することはできないからであ

る。むしろ，そこには，この期間におけるアルジ

ェリア農業をとりまく環境の顕著な変化が反映し

ていると見るのが妥当であろう。

こうした観点から，アルジェリアから ECへの

農産物輸出についてみることにしよう。まず農産

物輸出相手国として第 1位にあるフランスとの関

係では，輸出額が一貫して減少しているという一

般的趨勢が確認されるだけではなく， 6~代と70
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年代では文字通り段階的格差が存在する。このフ

ランス向け農産物輸出額の激減は，同国に対する

最重要輸出品目であった，ぶどう酒輸出の後退に

起因している。 1965年と 1978年を比較すると，ぶ

どう酒の輸出額は 1割ほどにまで縮減し，輸出額

の上では，果実・野菜よりも低位となってしまっ

た。ただし果実・野菜にしても額の上では減少傾

向にある。こうして，最大の輸出品目であるこの

2品目の輸出額が絶対額で減少する中で，他の品

日について見ると，これらも全般的に（例外ーーた

ばこ，食肉）減少している。統計的に輸出額零であ

る項目（第5表）は， 1965年には 5項目であったの

に対し， 1978年は13項目と増加した。こうして，

60年代から70年代へと，アルジェリアの対フラン

ス農産物輸出は，ぶどう酒を中心として，価額の

面でも品目の面でも大幅に後退したのである。

フランス以外のEC諸国への輸出についてみる

と，フランスヘの輸出とは異なった品目構成とな

っている。すなわち，輸出額の多い順にあげると，

第 1位が果実・野菜，次いで，飼料（油かす）であ

り， 70年代に入って，ぶどう酒も一定の割合を占

めている。このうち果実・野菜は主として西ドイ

ツ，イタリア向けであり，飼料はデンマーク，ォ

リーブ油はイタリアヘ輸出されている。輸出額に

ついてみると， EC8カ国合計しても，フランス

に遠く及ばない。しかもそれは減少傾向あるいは

停滞状況にあるとみてよく，輸出品目数の減少の

点からもそれは裏付けられるであろう。

次に， EC諸国からの農産物輸入についてみょ

う（第5表）。

輸入額の全般的動向では，フランスからの輸入

額が70年代後半に入って減少しているのと対比し

て，他のEC諸国からの輸入の著増が目をひく。

西ドイツ，イタリア，オランダが主な相手国とな

マグレプ諸国の対EC農産物貿易

っている。特にイタリアは輸入相手国としてフラ

ンスを抜いて首位に立った (1978年）。 ECとアル

ジェリアとの貿易関係におけるフランスの地位低

下がここにも示されている。

フランスからの輸入品目は，従来，額の多少は

あったがほとんど総ての品目からなっていたが，

1978年には輸入額零の品目が 3品目出現した。主

たる輸入品は， 60年代には，砂糖，穀物，乳製品・

卵であった。 70年代には油脂（菜種油）が増加し

た。このように，この期間には年々の変動を含み

つつも，フランスからの農産物輸入の品目構成の

基本的性格は変化しなかったといえる。

フランス以外のEC諸国との関係では，アルジ

ェリアの原油・天然ガス輸出の急伸と対応して，

輸入額が急増していることが特徴的である。それ

に伴って，品目も多様化・分散化している。それ

にもかかわらず，乳製品・卵，穀物，油脂などの伝統

的輸入品が大宗を占めていることに変化はない。

これまでに検討してきた，アルジェリアの対E

c農産物貿易構造の60年代から70年代への推移を

要約すれば，（1）アルジェリアの輸出品が原油・天

然ガスに特化したことにより，農産物輸出の比重

は著しく低下した。 (2)EC諸国の中でも旧宗主国

フランスヘの農産物輸出が激減したが，その直接

的要因は，ぶどう酒輸出の衰退による。 (3)フラン

スヘの農産物輸出が激減する中で，他のEC諸国

の輸出市場としての相対的意義が高まったこと。

(4)他方，農産物輸入に関しては，輸出の場合と同

様にその比重を低下させたが，品目溝成に大きな

変化はなく，アルジェリアは依然として，基幹的

食糧（穀物）や工業化・都市化の進展がもたらす食

囁消費構造の高度化による需要拡大部門（蛋白，油

脂，果実・野菜等）を ECに依存していること。 (5)

その結果，アルジェリアはEC諸国に対して，

うう
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産品・食糧品の入超を記録しているのである。

以上の事実は，アルジェリアの経済構造の特質

が，かつてフランスの植民地支配の下で形成され

たモノカルチャー経済（とりわけぶどう酒への農業生

産の特化）から，原油・天然ガス輸出への特化へと

決定的に転換したことを示している。それが，農

産物貿易（輸出）の相対的意義の低下の意味すると

ころである。同時に，われわれが注目しなければ

ならないのは，対EC農産物輸出の絶対額での後

退である。ぶどう酒輸出の後退がその主たる要因

であることは先に指摘しておいた。そこで次に，

この対EC向けぶどう酒輸出について，主に， E

Cの側から，その貿易制度の面に問題を限定して

検討してみよう。

2. ECへのぶどう酒輸出

歴史的にみて，アルジェリアが植民地制度の下

で，莫大な量のぶどう酒を本国フランスヘ輸出し

てきたことは周知の事実である。しかも，こうし

たぶどう酒輸出の構造は，独立後，解体・再編の

軌道を歩みつつも， 60年代には，ぶどう酒輸出は

なお重要な役割を果たしてきた（注5)。しかし，1970

年に発足したECぶどう酒共同市場が，アルジェ

リアのぶどう酒輸出の後退に決定的な意義をもっ

た。 ECぶどう酒共同市場の成立は，アルジェリ

ア産ぶどう酒の輸出市場としてのフランスに対す

るアルジェリアの優越的地位の喪失を意味するも

のである。

このぶどう酒共同市場は， 「1958年に， EEC

加盟各国が，第三国の各々と従来締結していた 2

国間の貿易取決め景を全体として決定することか

ら着手された」。「同時に，共同体各国間の関税率

が漸減された。またマグレブ産ぶどう酒の割当輸

入量に適用される特別制度を前提として，第三国

からの輸入品に適用される関税は共通関税率の水
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準で決定された」（注6)。

ECのぶどう酒2大生産国すなわちフランスと

イタリアにおける生産・市場構造に相違があるた

め，共同市場組織化の作業は，とりあえず，その

基礎づくりから開始しなければならなかった。

「ローマ条約第43条および第100条にもとづいて，

1962年以降実施された規則，指令，諸決定は，

ー一加盟各国におけるぶどう生産センサスにもと

づいてくぶどう酒台帳＞の作成と公表とを規定す

る。

—共同体全域で，フランスで行なわれているの

と非常によく似た，収穫，貯蔵の申告制度を作る

こと。

—作物年度の開始時点で，共同体の生産，貯蔵

および需要に関する暫定勘定の策定を規定するこ

と。

ー一特定地域で生産される高級ぶどう酒(VQPRD)

に関する共同体規則の基礎を定めること。

—加盟各国が，それぞれの友邦諸国全体の利益

を図って，ぶどう酒の年々の輸入割当量を定める

こと。フランスとイタリアについては，それはV

QPRDのみにかかわるものである。

ー一ぶどう苗の育成施設の販売に関する若干の規

則。

さらに，フランスとイタリアに関しては実際に

はきわめてわずかであるが，ギリシヤおよびトル

コ産ぶどう酒の輸入割当量が定められた。それは，

EECとこの 2国との間で締結された連合協定に

よるものである」（注7)。

このように， 60年代には，ぶどう酒共同市場の

確立のための基礎作業が進められ，他方で域外諸

国からのぶどう酒輸入の制度化が図られた。その

際，マグレプ産ぶどう酒には，フランスとの特殊

な関係を考慮して，特別制度が定められたことに
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留意しておこう。

だが「共同体内部での障害がとり除かれるに

は，なおEC理事会の 1970年4月 28日付け規則

n° 816/70の44条の， 1970年 6月15日以降の実施

を待たなければならなかった。この規則（通称，規

則816)は，実際には，特定地域で生産される高級

ぶどう酒に関する特別の条項を定めた規則817/70

とともに，共同体全体のぶどう酒生産および取引

に関する新しい基本文書である。

この規則 n° 816は，本質的には，以下の目的を

持つ条項を含んでいる。

一共同体域内で流通しうるぶどう酒関連製品を

定めること。

—価格と市場への介入制度を定めること。

ー一第三国との貿易制度を定めること。

--—ぶどう酒の生産，植栽の拡大，醸造法の統制，

消費に関するいくつかの規則の適用を停止するこ

と」（注8)。

このぶどう酒基本法ともいうべき規則 n° 816の

中で，われわれの直接の関心の対象となるのは，

その貿易に関する規定である。アルジェリア，チ

ュニジア，モロッコ， トルコ産の特定のぶどう酒

に関する暫定制度が，規則 n° 816にもとづいて定

められた。それは 1971年の規則 n° 2313/71とno

2823/71である（その効力は， 1973年7月24日付け規

則n°2012/73により， 1974年8月31日まで延長された）。

それは，アルジェリア，チュニジア，モロッコ，ト

ルコ原産または，それらの国から ECへ輸出され

るぶどう酒（関税分類番号22--05)に適用される関税

が，共通関税率の60％の水準で徴収されることを

定めていた。その規則はまた，これらの諸国が不正

取引を行なわないこと。また適用される関税を課

税した後のこれらのぶどう酒の輸入価格が参考価

格を下回らないことが条件づけられていた」（注9)。

マグレブ諸国の対EC農産物貿易

次いで1974年の，アルジェリア／EECの連合

協定締結交渉の際のEEC側のアルジェリア産ぶ

どう酒に関する提案についてみよう。

「--5年間の有効期間をもつ過渡的制度の枠

内で， EECが行ないうる通商分野における譲許。

(a) テープルワイン（並質ぶどう酒）に関して。

関税引下：ヂ率は80%（輸入量に上限はないが，共同市

場組織の諸規則．特に，参考価格とぶどう酒のブレンデ

ィング禁止規定を遵守すること）。

(b) 高級ぶどう酒について， EC規制を遵守し

つつ，その品目リストを ECが作成する。今後決

定される割当量の枠内では，免税対象となる。た

だし， EECの参考価格の遵守が義務づけられる。

またこれらの高級ぶどう酒ぱ補正課徴金を免除さ

れる。

い 最後に，共同体において，税関の管理の下

で，アルコールを添加されるぶどう酒 (vinsde-

stines a ~tre vine)について， 50万ヘクトリットル

の割当量がアルジェリアに認められる。その枠内

で，アルジェリアは，以下の利益を得る。

一共通関税率の80％譲許。

ー一参考価格の引き下げ。ただしその率は漸減さ

れる。すなわち，初年度は，参考価格と指導価格

との差額の30%,2年目は22.5%,3年目は15%,

4年目は7.5%。

ー一経済的・資金的援助。すなわちアルジェリア

は， 5年間にかぎり，また資金協力分野における

「贈与」分をのぞいて，ぶどう栽培の作付転換（面

積削減，品質改善等々）への援助， とりわけ高級ぶ

どう酒の輸出先の分散（技術援助措置も含まれる）の

ための1200万U C（欧州通貨単位）にのぼる援助を

受けるであろう」（注IO)。

こうしたEEC側の提案を基礎にして， 1976年

の暫定経済協力協定において，新たなぶどう酒輸

う7
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入制度が確定した。

1976年5月28日のアルジェリア／EEC協定の

第13条は，アルジェリア産ぶどう酒の輸入制度を

規定しているぼ11)。すなわち「アルジェリア産の，

共通関税表ex22-05に該当するぶどう酒ぼ12)は，

以下の段落において定義される共同体の輸入制度

を適用される。そのための条件として，これらの

産品は，本条項に定められている特別規定を前提

として，実際に徴収される関税を加算した後の輸

入価格が常に，これらの産品に適用される参考価

格と同等かそれを上回っていなければならない」。

以下内容を簡潔に整理すると，

ー一並質ぶどう酒については，関税率が80％譲許

される。また割当量50万ヘクトリットルの枠内で

は，関税を徴収後の輸入価格が，参考価格と指導

価格の差の30％を減じた参考価格を上回らなけれ

ばならない。

—ーアルジェリアの産地指定ぶどう酒（高級ぶどう

酒）は， EC市場へ輸入させる際は免税対象と tょ

る。ただし，その年割当量は， 25万ヘクトリット

ルと定められる」。

今日まで，この協定の基本線は生きているが，

年々の延長協定で，価格，数量の変更が行なわれ

ている。 1977年 6月28日の延長協定では（注13)，並

質ぶどう酒に適用される参考価格の削減率が30%

から22.5％へ縮小された。だが，その輸入割当量

は50万ヘクトリットルで変化がなかった。これに

対し，高級ぶどう酒に関しては，輸入割当量が31

万ヘクトリットルと増枠された。同様の主旨の改

訂が， 1978年 6月26日に行なわれ（注14)，並質ぶど

う酒に適用される参考価格の削減率が15％ヘ一層

縮小され，その輸入割当量は不変であった。高級

ぶどう酒の輸入割当量は40万へと増枠された。

以上， 70年代における，アルジェリア産ぶどう
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酒のECへの輸入制度の推移を追ってきた。その

経過が示すものは， EECぶどう酒共同市場の発

足に伴って，従来，アルジェリア産ぶどう酒の大

宗をなした，並質ぶどう酒の輸入を漸減させてい

こうとする EC側の姿勢であろう。この娑籾ぱ，

ECレベルで，並質ぶどう酒がすでに生産過剰を

引き起こしているという事情によるものである。

したがって, EECぶどう酒共同市場の進展が，

マグレブ産ぶどう酒の輸入を庄迫させているとみ

ることができる。それは，第 1に， EC市場にお

けるイタリア産並質ぶどう酒の優越的地位を保障

する形で，第 2に， EC全体（特に地中海沿岸地帯）

の並質ぶどう酒の過剰対策という形であらわれて

いる。

そこで，イタリアとフランスとの間での「ワイ

ン戦争」と呼ばれた，並質ぶどう酒をめぐる市場

の激変ぶりを見ることにしよう。すなわち， 1969

/70年度にイタリアから他の EC諸国に輸出され

たぶどう酒は 303万ヘクトリットルであったが，

翌年は 700万ヘクトリットル， 1971/72年度には

1048万ヘクトリットルヘと急増している。特に，

そのうちフランス向け輸出は， 78万7000ヘクトリ

ットル，404万ヘクトリットル，649万ヘクトリット

ルと，まさに洪水のように増大した。こうした城

内貿易の拡大に逆比例して， ECの域外からのぶ

どう酒輸入は， 1969/70年度の1317万ヘクトリッ

トルから， 1971/72年度の 265万ヘクトリットル

へと急激した。これは，その多くが北アフリカ，

特にマグレブ諸国からの輸入減によるものである

といわれている（注15)。

以上の経過に示されるように， ECぶどう酒共

同市場の成立は， EC市場におけるイタリア産並

質ぶどう酒の地位を強め，アルジェリアは，生産

量削減と， EECの資金協力の下で，方向転換を
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余儀なくされてきたのである。

以上，ぶどう酒を中心として，アルジ丁リアの

農産物輸出構造の推移を追ってきた。そこから明

らかなことは，過剰問題をかかえたEECぶどう

酒共同市場が存続するかぎり，もはや， ECへの

ぶどう酒輸出の将来に期待できないということで

ある。アルジェリアにとって，ぶどう酒から，他

のいまだに輸入に大きく依存している基幹的食糧

への生産転換が不可欠であろう。こうした方向を

支えるものが「農業革命」である。この革命の帰

趨が，工業化と相侯って，アルジェリアの真の独

立＝経済的自立にとって決定的意義を持つのは，

一国の独立にとって，基幹的食糧の自給が不可欠

の前提条件であるからである。

（注 1) 宮治一雄『アルジェリア社会主義と自主管

理農場』アシア経済研究所 1978年を参肥。

（注 2) Ollivier, Marc, "Place de la rもvolution

agraire dans la strategie algerienne de develop-

pement," in,4.nnuaire d'Afrique du Nord, 197fi, 

p. 96. 

（注 3) ショルジュ・ミュクン「アルジェリアの食

糧生産構造：危機と展望」（『マグレプ資料』孤巻釘号

1981年 8月）参照。

Aliboni, Robert, " Development of the Maghreb 

and its Relations with the EEC," in The EEC and 

the Mediterranean Countries, ed. Avi Shlaim, 

and G. N. Yannopoulos, Cambridge University 

Press, 1976参照。

（注 4) 本論では立ち入った検討を行なうことはで

きないが，今日，アルジェリアに対する最大の農産物

供給国はアメリカてある。それにカナダが次ぐ。両国

合計した輸入額1よ， SITC [OJについてみると， 1974

年には総輸入額（東欧・開発途上国等を除いて）の58

%, 76年38.9%,77年38.8%,78年30.2％であった。

輸入品のうち大部分が「小麦（スペルトを含む）およ

びメスリン（粉砕していないもの）ーSITC041.0」で

ある。これに対し， EC諸国からの穀物輸入は「小麦

またはメスリンの粉およびミールーSITC046」の形

が普油である。この点：｛iアルジェリアの食品力II丁業の

マグレプ諸国の対EC農産物貿易

k熟さを反映している。

（注5) 1967年には，フランスによるアルジゴリア

産ぶどう酒の輸入制限措置により，輸出は一時的に後

退したものの， 1970年までは回復傾向にあった。

（注 6) EC, Les dossiers de la politique agricole 

commune, n" 49, 1976. 

（注 7) 詞上。

（注 8) f,.i]上。

（注 9) 同上。

（注10) EC, Note de la Prもsidencedu 30, 4, 

74, correspondance n° 2 du 29. 5. 74 (doc. R/1947/ 

1;74, AGRI 504). 

（注11) Reglement (CEE) n° 1287/76 du Conseil, 

du 28 mai 1976, portant conclusion de !'accord 

interimaire entre la Communaute economique 

europeenne et la Republique algもrienne必mocra-

tique et populaire, J. 0. L141, 28. mai 1976. 

（注12) ぶどう酒，ぶどう酒液（アルコ←ル添加に

より発酵を停止したもの）。この号に分類されるぶど

う酒は，ぶどう液のアルコール発酵による最終製品て

ある。 (1)普通ふど巧酒（赤，白， ロゼ）。（2)スハーク

リングワイン。これらは通常透明で炭酸を含む。密閉

容器内て最終発酵させたもの（厳密な意味でのスバー

ク．）ソグワイン）ても，ぴん言合後人工的にガスを充項

したもの (aeratedwine)でもよし、。 (3)デザートワイ

ン（リキュールワイン）。これらはアルコー ル濃度が高

く，通常，糖度の高いぶどう液（一部はアルコール製

造に用いられる）から得られる。これらのうちいくつ

かぱ，アルコー／し赤加により， またアルコール添加V)

濃縮ぷどう液i'冴怜加により度数が高められる。こ(')号

には， リキュールワインやアペリティフの製造に用い

られるミステルも含まれる。

次のものはこの号から除外される。

(a) ぶど：I酒を原料とした飲れ。ペルモットその他

のぶどう酒て芳香性エキスを加えた tの (22-()(i)。

(b) 未発酵のぶどう酒液およびぶどう液で，アルコ

ールの添加されていないもの (22-07,SITC 053→57)。

アルコールが節加された場合け，病祁酒 (22--()9)こ屈

する。

{C) 薬用ぶどう酒 (30--03）。

なお詳細は， Explanatory notes to the Brussels 

Nomenclature, Vol. I, Conseil de cooperation 

douaniere, Brussels. 
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（注1::J) Council Regulation (EEC) n° 1406/77 of 

28 June 1977, J. 0. n° L 159. 29 June 1977. 

（社14) Reglement (CEE) n° 1454/78 du Consei!, 

du 26 juin 1978, J. 0. n° L175, 29 juin 1978. 

（注15) Les dossiers de la politique agricole 

commune. n 21 1976. 

II チュニジア

1956年 3月20日の独立，同年 7月25日の共和国

成立以降，チュニジアは，一貫してプルギーバの

指導の下で，植民地的遺制の払拭，チュニジア的

社会主義建設という途を歩んできた。

独立後の農業・士地政策の変遷をみると，第一

段階として， 1958年のチュニジア政府による外国

人コロン所有地の国有化（有償収用）計画の発表か

ら， 1963年 3月のフランスとの土地収用に関する

協定の成立 (64年5月，外国人所有農地の国有化）。第

2段階としては，ベンサラによる農業生産協同組

合への集団化政策の推進とその挫折(1964~69年）。

第 3段陥としては， 1969年の，社会主義化の事実

上の停止という路線転換後の，外資弗入による輸

出産業の育成・観光開発，石油輸出の開始に伴っ

て国際収支の均衡化が図られる中で，農業近代化

の推進が相対的に後最に追いやられる時期であ

る（注 1)。

就業人口のうち農業（漁業）従事者の割合が約43

% (1977年）（il:2)を占めるチュニジアでは，農業が

経済発展の基礎として位置．づけられてきた。 1962

年から1971年まで，国の総投資額の21％が農業・

漁業に投資されたが，そのうちの約64％は水利・

土壌保全などの基盤整備に向けられた（社 3)。乾燥

地帯を多くかかえ，砂漠化の危機に対抗するため

には，こうした対策が不可欠であった。もちろん，

農業の生産性を向上させるための栽培技術改善，

機械化，化学肥料の利用拡大等々の推進のため，

60 

公的資金の拡充にとどまらず積極的な外資導入

（援助）によって農業金融を強化してきた。

しかし，それらの努力の割には，農業生産力の

発展は十分とはいえない。確かに，ベンサラ路線

の挫折後，農業の私的部門，とくにその中でも富

裕な農民層において，活発な経営展開がみられ，

果実，野菜，飼料，オリープ油などが1970年代前

半には，天候に恵まれたことと相俊って生産を掠

大し，農業所得も増大した。しかし，以上のよう

な股業の近代化政策の展開の中でも，注目すべき

は，基幹的食糧である穀物生産が伸び悩んでいる

ことである。基幹的食掻の自給の方向が，植民地

的農業経済からの脱却のメルクマールであるとす

る立場からするなら，このことは重要な意義をも

つものと言わなければならない。穀物生産の停滞

をその原因にまで遡って解明することは，本稿の

課題の範囲外である。ここでは，それは，チュニ

ジアの農業経済構造が，すくなくとも農民的経営

に関する限り，植民地支配の下で形成されたそれ

とほとんど変わっていないという，その停滞性に

関連していることだけを指摘しておこう。

以上のような，独立後のチュニジアにおける農

業・士地問題の展開の中で，農産物貿易の構造は

どのように変化してきただろうか。

1. 農産物貿易の位翼づけとその構造

はじめに，チュニジアの貿易構造を総体として

把握するために，地域・国別の貿易収支をみよう

（第 6表）。

輸出については， EC諸国がその主要相手国で

あり， 1973年には，総輸出額の55％が， 75年には

44％がこの地域向けである。また，アメリカが，

1973年には一国だけで総輸出額の15％を占め，フ

ランス，イタリアに次いで第 3位となっているこ

とは注目される。
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マグレプ諸国の対EC農産物貿易

第6表チュニジアの地域・国別貿易収支

（単位： 1,000チュニジア・ディナール）
.— -・ ・て

1971年 1973年 1975年

一丁―--- --
-：三入I収～支輸四1輸入収支輸出 1輸入収支

フランス， 21,884I 64,827 I'42,943 I 46,720 I 97,412 I.150,692 I 65,883 I 196,607 I uso,121 
西ドイツ 14,851I 12,239 I 2,612 I 11,121 I 23,563 I.111,836 I 26,323 I 48,396 I-'22,073 
イタリア 22,146 I 15,497 I 6,649 I 26,756 I 21,324 I 5,432 I 58,sss I 53,402 I 5,486 
ベネルクス 1,053 I 3,674 I • 2,621 I 1,340 I 7,883 I• 6,543 I s,240 I 16,318 I• 13,078 
オランダ 846 I 3,742 I • 2,896 I 2,654 I 6,932 I• 4,278 I s,636 I 13,716 I• s,oso 

イギリス 1,770, 5,836 ▲ 4,066 3,850 7,437 ▲ 3,587 1,696 29,763 ▲ 28,067 
そ の 他 ・・・' ..• ．．． 419 I 2,080 I • 1,661 I 359 I s, 771 I • s,412 
E C 合叶1)I 60,787 I 99,979:.139,192 I 93,466 I 166,631 I.173,165 I 165,025 I 363,973 I ugs,948 
アメリカ (UsA) I 1,544 I 26,230 心，686I 24,941 : 24,750 I 191 I 35,559 I 38,468 I• 2,909 
E F T A I 6,266 I 15,758 i • 9,492 I 2,846 i 8,944 I• 6,098 I 2,450 I 20,377 I• 17,927 

マグレプ2'I 13,622 I 773 I 12,s49 I 12,s10 I 1,652 I 10,ns I 33,493 I 4,sos I 28,685 
アラプ閏東） 664 4,122 ▲ 3,458 1,141 11,067 ▲ 9,926 1,166 36,722 ▲ 35,556 
社会主，国3)I 14,346 I 14,280 I 66 I 12,100 I 14,860 I 2,160 I 28,965 I 29,311 I• 346 
その他 16,075I 18,816 I.i 2,741 I 21,251 i 38,043 叩，19211os,922: 19,166 I 29,756 
; 1•—-

計 113,304| 179,9邸 i-66,654| 168,7151 265,947|-97,087| 375,580572，函［ー227,235I 
（出所） Annuaire Statistique de la Tunisie, 1974--1975, Vol. n° 22. 

（注） 1) 1971年については，イギリス，デンマーク，アイルランドを含まず。

2) アルジェリア，モロッコ， リビア。

3) 東ドイツ，プルガリア，ハンガリー，ボーランド， lレーマニア，チェコスロヴァキア，ユーゴスラヴィ

ア，ソ連，中国。 1975年には以上8カ国の中で中国の占める割合は、輸入で10.3%，輸出で8.4%。

また，輸入についても， EC諸国との関係が最

重要である。 1973年に， EC諸国からの輸入額は，

チュニジアの総輸入額の63%,75年には64％であ

る。国別ではフランスが最大の相手国である。そ

の他，アメリカ，中東アラプ諸国からの輸入も多

額にのぼっている。

ついで貿易収支をみると，最大の貿易相手であ

るEC諸国との関係で，最大の入超額を記録して

いる。また他の西ヨーロッパ諸国また中東アラブ

諸国に対してもほぼ恒常的な入超を記録してい

る。これと対照的に，対アメリカ，対社会主義圏

貿易では，貿易収支は，比較的均衡がとれている

ことが注目されよう。

以上の検討から明らかなように，チュニジアに

とってEC諸国との貿易の持つ意味は決定的に重

要である。それは，その絶対額において最大であ

るという理由からだけではない。 EC諸国に対し

て，チュニジアは持続的に巨額の入超を余儀なく

されており，その結果， EC諸国に対する金融的

従属・依存が不可欠となっているという意味が重

要である。とくに， EC諸国の中でも，旧宗主国

であるフランスとの関係の緊密さは，独立後20年

を経過してなお，植民地支配が形態をかえて存続

していることを窺せるものである。

次に，対EC諸国貿易を品目の面から検討して

いこう。まず輸入についてみると， 「その他半製

品」と「完成品」とを合計した工業製品が，総輸

入額の89%（フランス）， 78%（その他EEC諸国）を

占めていることが分かる (1975年） （第7表）。農産

物・食糧の輸入では，フランス以外のEC諸国か

らの比率が高くなっているが，この事は， 1975年

についての例外と考えるべきで，実際， 1974年に

はフランスからの農産物・食糧輸入額は，それ以

外のEC諸国の合計を上回っている。
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第7表 チュニジアの対EC貿易の製品別溝成 (1975年）

食 糧

原料・半製品

｀ エネルキー
動柏物胆品
鉱産品
その他半製品

完製品
農業用資財
工業用資財
消費財

（単位： 1,000チュニジア・ディナール）

輸 入 輸出
ャ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．• -・．．

フラ ンス EC（フランスを除く） フ ランス |EC（フランスを除く）

価 額II門厄已~I門讐[^ 麟門闘庄価 額 1構讐
12,423 6.3 24,097 14.4 17,857 | 27. 1 1 16,918| (17.1 

l 
426 I 0.2 i b,862 I 4.1 I 20,814 i 31.6 I 48,956 I 49.4 

6,722 I 3.4 ! 4,547 I 2.7 I 1,526'2.3 I 2,362 I 2.4 
1,662 0.8, 1,430 (）. 9 6,466 9.8 1 5, 108 5.2 

53,323 I 26.8 : 35,760 
I 

21.1 ! 7,441 11.3 I 11,328 I 11.4 

! 
3,196 

78,816 
42,039 

6
7
2
 

．
．
．
 

1
9
1
 

3

2

 

6,082 
54,125 
34,302 

6
4
5
 

••• 3
2
0
 

3

2

 

1,306 i 
10,4Tl I 

2,0 
15.9 

434 I 
14,035 

0. 4 
14.2 

合 I: lム 198,607 167,205 I 100.0 

（出所） 第1表に同じ。

チュニジアから EC諸国への輸出をみると，輸

出額の大きい順に，原油，軽工業製品，ついで食

糧となる。 アルジェリアと比較して，食糧（農産

物）輸出の占める割合が高い。ただし，後に見る

モロッコよりは低い水準にある。また， 1965年に

は，農産物の輸出に占める割合が36％であったこ

とからすると，アルジェリアの場合と同様に，原

油輸出の増大に伴って，農産物輸出の意義は相対

的に低下してきたといえるであろう。

EC諸国との貿易の一般的状況を確認した上

で，チュニジアと EC諸国間の，農産物貿易を品目

別にみると，以下の諸特徴が指摘される（第 8表）。

まず，チュニジアの EC諸国からの輸入につい

てみると， 1965年には，砂糖，穀物，酪農品が屯

たる輸入品であった。穀物はフランスから，砂糖

はイギリスからほぼ独占的に輸入されていた。酪

農品については，主としてフランス，次いでオラ

ンダの順であった。 1974,78年には，上記の 3品目

の屯要性は変わらぬものの，他に油脂（大応菜種油）

が増大していることが注目される。このように，

工業製品輸入の増大に伴って農産物輸入の相対的

大きさは低下したものの，農産物輸入は，それ自

体としては、その特徴的品目構成を変化させるこ

とがなかった。また，その絶対量および価額で農

産物輸入が拡大してきたことは重要である。たと

えば， 1965年のフランスからの小麦輸入量は， 1万

7000トンであるのに， 1974年には 4万2000トンを

記録しているのである（ちなみに同年アメリカおよ

び力十ダから14万トンの小麦を輸入している）。

対 EEC諸国農産物輸出についてみると，フラン

ス以外の EC諸国への輸出額のうち約 9割 (1974

年）をオリープ油だけで占めている（第8表B)。

フランスヘは，オリーブ油，柑橘類（オレンジ，レ

モン），アーモンドが主である。また1974,78年に

は，ぶどう酒もかなり輸出された。この農産物輸

出構造こそ，主さ り，モ Jカルチャー的

と呼ぶべきであろう。

これまでの検討から明らかなことは，すくなく

とも農産物貿易の構造からみるかぎり，チュニジ

アは，植民地経済の遺制を完全には払拭しきれて
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いないということである（注4)。アルジェリアの場

合と同様，チュニジアの農業構造も，以前には外

国人コロンによって経営されていた大農場で，今

日では公的部門あるいは協同組合部門とされてい

る近代的農業部門と伝統的農民経営とから成るニ

重構造をなしている。この構造問題， とりわけ後

者の経営における生産力拡大という問題の解決な

しには，甚幹的食糧の対外依存という状態から脱

することは不可能だろう。こうした視角から，チ

ュニジアの対EC農産物貿易の問題を整理してお

。
こノこ

第 1に，基幹的食糧である穀物，なかでも小麦

について言えば，その国内生産の拡大が一層推進

される必要があろう。このことの実現可能性とい

う点では，第 1に，耕作面積の拡大，第 2に，生

産技術の革新による収量の増大が考慮されなけれ

ばならない。まず前者については， 1957年から

1960年にかけての，作付面積水準に回復していな

いという事実がある。すなわち， 1957年の小麦，

大麦の収穫面積合計は 211万ヘクタールであった

が， 1974年にはそれは 157万ヘクタールでしかな

かった。後者については， 60年代初頭から， 70年

代中頃にかけて，収量は着実に増大している事実

がある。たとえば， 1961年の硬質小麦の 1ヘクタ

ール当たり収量は 363キログラムであったが，

1975年には 860キログラムであった。しかし今日

到達した収量水準は，国際的にはなお相当低い水

準であり，生産力拡大のための客観的条件は十分

にあるといえるであろう。

第 2に，砂糖についてみると，やはり，その生

産構造の改誇が必要とされている。筆者には，甜

菜糖生産の技術的可能性を論じる力はないが，貿

易問題に限定しても，その強い対外依存の体質を

改善することは可能であるように思われる。とく

64 

に，チュニジアの場合，砂糖を，イギリス，カナ

ダ，ベルギーなどの先進諸国からの再輸出に依存

する割合が高く，原糖輸入額にたいして精製糖の

それが 9倍にものぼっているのである。チュニジ

アの精糖業の末熟性を示しているというべきであ

ろう。

第3に，酪農品，とくに乳製品の対外依存を軽

減するためには，国内生産の拡大が無条件に必要

である。ところが実際には， 1971年から1975年ま

での 4年間に，国内の牛乳集荷量は激減している

のである。すなわち1971年の集荷量は 1万 992キ

ロリットルであったものが， 1975年には6409キロ

リットルとなった。先に見たように，この期間は

概略，農業生産が上昇期にあったことと考え合わ

せると，この後退の持つ意味は暗示的である。す

なわち，チュニジアの産業経営構造の二重構造と

密接に関連した，輸出農産物対穀物・畜産品の対

抗関係を持つ跛行的生産力展開というチュニジア

農業の姿がそれである。経済近代化＝工業化が，

一般的な人口増大の中で，工業・都市人口をより

急速に増大させ，以上みてきた 3品目の需要を拡

大することが必然的であるがゆえに，食糧自給へ

の努力が強く要請されているといえる。

次に，チュニジアの農産物輸出についての問題

点を検討しよう。第 8表Bにもあきらかなよう

に，チュニジアは，オリープ油，果実，野菜．ぶどう

酒などの地中海t生産品を輸出しているが，その中

でチュニジアにとって最も典型的であると思われ

るオリーブ油貿易にしぽって検討をすすめよう。

2. ECへのオリープ油輸出

チュニジアにとって最大の輸出農産物であるオ

リーブ油は，そのほとんどがイタリアヘ，次いで

フランスヘ輸出されている。すなわちチュニジア

産オリーブ油の市場はEC諸国に特定されている
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マグレプ諸国の対EC農産物貿屁

第9表 E C 諸国のオリープ油貿易 (1976年） （単位： 1.ooou.c.) 
一輸入国 i 

輸出国□―---EC9カ国 西ドイツ 1フランス lイタリア jィギリス 1_＿虐磨翡蘊
----- ・-・―・- ・- --~―’~~~ 

フランス 5,33l 65 3,730 1,108 428 
イタリア 18,453 1,745 13,892 1,039 1,777 
スペイン 29,184 1,169 8,576 17,810 697 932 
ギリシア 18,203 53 1,114 16,758 222 56 
モロッコ 12,675 872 11,779 24 
アルジェリア 254 195 59 
チュニジア 35,044 8,203 26,770 71 

世界合計 121,953 I 3,621 33,043 78,002 3,390 I 3,897 

（出所） EC, Commerce extむieur,NIMEXE, Janvier→Decembre 1976. 

と言っても過言ではない。したがって，このオリ

ーブ油輸出の動向を左右する諸要因を明らかにす

ることによって，われわれは， ECとの農産物貿

易の今後を知ることができよう。

そこでまずEC諸国のオリーブ油貿易の状況を

みよう（第9表）。この表から明らかなように，チ

ュニジアはEC市場での最大の供給国である。チ

ュニジアからは， EC諸国の中で最大のオリーブ

油産出国であり，かつ最大の輸入国でもあるイタ

リアヘ莫大な未精製オリープ油（バージンオイル）

が輸出されている。

ところで，オリーブ油は， ECで，ぶどう酒な

どと並んで複雑な過剰問題をおこしている農産品

の一つである。その基本的原因の一つは，他の油

糧種子およびマーガリンとの競争でオリーブ油の

需要が脅かされている点にある。したがって， E

c農業共同市場でのオリーブ油の位置は特殊であ

る。すなわち， 「オリーブ油について実施されて

いる措置は，他の油脂に関する措饂とはやや異な

る。というのは生産者が特定の加盟国のとりわけ

特定の地域に非常に集中していて，彼らは，その

主たる所得をオリーブ油の販売から得ているから

である。こうした事情は，他の食用油から受けて

いる競争とあわせて，経営に対する援助および国

境での安定メカニズムの確立を含めた，生産支持

制度の確立を必要とした」（注5)。

EC市場へのオリープ油輸入に関しては，一般

には，境界価格とそれにもとづいて算出される課

徴金制度が適用される。

直界価格（市場指標価格から算定される）は，そ

れと cif価格との差によって決定される課徴金の

算出に用いられる。 cif価格は， 国際市場でオフ

ァーされる最も有利な価格に基づいて計算され

（国境通過地点，つまりイタリアのインペリアについ

て）決定される。品質のいろいろと異なる産品に

ついて cif価格を決定する場合には，換算率が用

いられる。境界価格はまた，輸送費を考慮したあ

との輸入オリープ油の価格が市場指標価格以下に

ならないように保証しなければならない。オリー

プ油について定められた市場指標価格，境界価格，

介入価格はそれぞれ， 1月 1日以降10カ月間毎月

一定額ずつ引上げられる。

精製オリープ油が輸入される場合，その輸入課

徴金は，可変要素（精製オリープ油の生産に要する末

精製オリープ油の数量に適用される課徴金の額に対応

する）と加工業の保護を保証するための固定要素

とからなる。オリーブ油が域外諸国に輸出され，

しかも城内価格が国際市場価格よりも高い場合に

は，両価格の差は輸出払戻金によって埋め合わさ

れる。その逆に，国際市場価格の方が高い場合，

6ぅ
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輸出課徴金が課される」（注6)。

マグレブ産オリープ油の輸入制度は， 1976年の

経済協力協定において以下のように定められてい

る。 「三国で生産され，直接共同体諸国に搬入さ

れるオリーブ油の輸入に適用されるべき課徴金が

定められている。それによれば課徴金はEEC規

則第66-133号第13条の規定にしたがって算出され

た額から 100キログラム当たり 0.5UCを減じた

ものであるか，あるいは 100キログラム当たり 10

UCの限度内で支払われた特別税と同じ額を減じ

たものである。後者は未精製オリーブ油以外の輸

出に対する規定であり，三国が特別税をかけるこ

と，そして特別税がECへの輸入価格にはねかえ

ることが条件になっている。この条件がみたされ

ない場合，共同体は末精製オリーブ油に対してと

同様の規定が適用されるよう必要な措置を講じ

る」（注7)。

以上の検討から明らかなように，今日まで，チ

ュニジア産オリープ油は， EC市場で確固たる地

位を築いてきたと言えるであろう。しかし，この

オリーブ油も，他の多くの地中海性産品と同様に，

すでに過剰基調にあること。さらに， ECにオリ

ーブ油を供給している，ギリシャや今後予定され

ているスペインのEC加盟は，チュニジアのオリ

ーブ油輸出の将来に暗い影をなげかけているよう

に思われる。こうした意味においても，輸出農産

物に特化した植民地的農業構造の再編成が客観的

に要請されていると言うべきである。

（注 1) Aliboni, op. cit. 

（注2) 世界銀行『世界開発報告 1979』1979年 8

月。

（注 3) Poncet, Jean, "Les structures actuelles 

de !'agriculture tunisienne," in Annuaire d'Afガque

du Nord, 1976. 

（注 4) 「チュニジア経済概要」（『マグしプ資料』

66 

通巻90号 1980年3月）を参肥。

（注5) European Parliament, Working Docu-

ments, document 34/78, 10 April 1978, p. 27. 

（注 6) OECD,農政調査委員会訳『OECD諸国の

農業政策（上）』 1976年 56ページ。

（注7) F ・ M・メッラーフ『ECとマグレプ (T̀！経

済関係』アンア経済研究所 1979年。

田モロッコ

モロッコは， 1956年の独立ののち，ムハンマド

5世，ハッサン 2世による王政の下にある。ハッ

サン王は， 3カ年計画 (1965~67年）と 5カ年計画

(1968~72年）によって，就業人口の50%，国民総

生産の30％を占める同国の基幹的産業部門である

農業の生産力発展を軸とした経済開発をすすめ

て，次いで1973~77年の 5カ年計画では，外資導

入によって輸出向け軽工業（食品，繊維など）を中

心とした工業化路線に重点を置いた政策を展開し

てきた（注1)。

独立後のモロッコにおける農業近代化政策は，外

国人コロンの経営する大農場に対して，その生産

力を維持•利用する立場から，急激な再編政策を

とらなかったという点で，アルジェリア，チュニ

ジアとは立場を異にしているのである。しかもそ

の上，既存の農業経営構造の再編に手をつけるこ

となく，ダム建設による灌概の普及等の農業生産

基盤の拡充によって，生産力の拡大を図ろうとす

る点が特徴的である。王政は，その支柱である大

土地所有に手をつけることはできず，外国人所有

農地にしても，当初の部分的国有化と農民に対す

るその分配という方針は挫折し，すべての外国人

所有地の国有化がなされたのは，ょうやく 1973年

になってからであった。

このように，外国人コロンによる大農業経営と

いう植民地遺制の解体・再編という点で，モロッ
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マグレプ諸国の対EC農産物貿易

第10表モロッコの E C 諸国との貿易 （単位： 100万ディルハム）

輸人-__I 輸出 I
i 収支

相手国 実 額 構成比（％） 実 額 構成比<%) I 
•—-- | 

”`”””””` ` ”̀”̀ ̀ ”`”` `  ` `”̀ ` 

1975年 |1976年 1975年 1976年 1975年 1976年 1975年 1976年 1975年 1976年| | | 
フランス
西ドイツ
イタリア
オランダ
ベルギー・ルクセ

3,140 I 3,368 I 30.2 I 29.1 I 1,3 1,324 21.7 23.8 t:.1,784 A2,044 
826 I 937 I 7.9 I 8.1 I 406 537 6.5 9.6 tJ. 420 A 400 
4051 6441 3.91 5.61 4 407 7.5 7.3 60 A 237 
390 I 245 I 3. s ! 2.1 I 2 243 3.6 4.4 △ 166 △ 2 

ンブルグ
225 切3I 2.2 i 

340 I 470 I 3.3 
56 I 40 

2.4 

0.5 I 04．..．3 1 ． 

309 6.7 5.5 195 36 

322 6.7 5.8 78 △ 148 
28 0.8 0.5 A 6 A 12 

イギリス
デンマーク
アイルランド

` `  `””””””` ̀  `  `  ` ～ `  `”””̀””””̀ ̀  `  

1 | 全世界 10,394I 11,555 100.o || 100:．; ^ 

0.6 

6,238; 5,5791 moT 100.0 I M,156 砥 976

（出所） Annuaire Statistique du 1¥1aroc, 1975, 1976. 

コはすでにみた二国と比較して穏健な立場をとっ

てきた。こうした独立後の近代化路線の相違に留

意しつつ，モロッコの対EC農産物貿易の分析を

すすめていこう。

1. 農産物貿易の位懺づけとその構造

まず，モロッコと EC諸国との貿易関係を第10

表についてみる。

モロッコの輸入相手国としては，総輸入額の 3

割をしめる旧宗主国フランスを筆頭に， EC諸国

が圧倒的な比重を示している。たとえば， 1975年

の場合， EC9カ国で輸入総額の51.8％を占め，

ECを含む西ヨーロッパ全体では約70％となって

いる。こうしてモロッコの EC, その中でも特に

フランスヘの依存は顕著である。

ヨーロッパ諸国以外の主要な輸入相手国として

は，アメリカ，イラク，ソ連，キューバなどがあ

り，日本は第17位に位置している。

次に，輸出相手国としては， 1975年に， EC諸

国が輸出総額の54.1％である。これに，スペイン，

ポーランド，ルーマニア，ソ連などのコメコン諸

国の15.1％を含むヨーロッパ諸国全体で86.6％を

占め，モロッコの輸出市場はほとんどがヨーロッ

パ地域であるといえる。

貿易収支では，輸入額が輸出額のほぼ 2倍にも

当たる入超を記録している。モロッコの最大の貿

易相手国であるフランスを中心として， EC諸国

に対して， 1975年には約20億ディルハム， 1976年

にも28億ディルハムの貿易赤字となっている。こ

うした恒常的な巨額の貿易赤字を埋め合わせるた

めには，とりあえずは外国資本の導入に依存する

ほかにはない。この外資によって，産業近代化を

図り輸出産業を育成することが王政の課題となっ

ているのである。こうした課題の中で，農業はど

のような役割を果たしうるであろうか。この点を

明らかにするためには，主要貿易相手国であるE

c諸国との貿易構造の分析が特別の重要性をもっ

てくる。

第11表は，対EC貿易を品目別に表わしている。

輸入についてみると， 1975年には71%,76年には

84％が工業製品である。逆に，輸出については，

工業製品の占める割合はせいぜい 1ないし 2割に

すぎない。繊維製品を中心とした軽工業品が主で

ある。輸出品の大宗は，鉱物性原料すなわち燐鉱

石であり， 1975年には，燐鉱石の輸出額だけで
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第11表モロッコの EC諸国との貿易品目
（単位： 100万ディルハム）

”””̀ ` ”̀ ̀  ̀  `  - -

1 輸 入 輸出
収支

実 額 構成比（％） 実 額 構成比(%)

1975年|1976年 1975年I197;`し975年 1976年 1975年 1976年］，75年 1976年-l 
15.0 9.1 992 1,175 29.4 36.8 335 631 

エネルギー，燃料 145 162 3.3 2.7 17 13 0.5 0.4 ti 128 t; 149 

原動・植物料性 417 194 9.5 3.2 

199 如 ＇ i 
5.9 i 7.2 A 218 36 

鉱物性 49 66 1.1 1.1 1,719 1,100 50.9 34.5 1,670 1,034 

製半農 製 品品 1,460 1,593 33.3 26.6 69 148 2.0 4.6 Al,391 t;l,445 

業用資資翡財 65 89 1.5 1.5 1 ] - A 65 A 89 
工業用 705 2,327 16.1 38.8 20 I 15 0.6 0.5 A 685 t,2,312 
消費 888 1,016 20.2 17.0 360 510 10.7 16.0 t. 528 A 506 

合 計 4,386 5,991 | 100 o | 100.o | 3,376 1 3,191 ! 100.0 100i| A1,0107虚，800

（出所） Annuaire Statistique du Maroc, 1975, 1976. 

第12表 モロッコの農産物貿易とその交易条件

1967~69年平均 1970~72年平均 1973~75年平均 1976~78年平均

1,138 I 1,279 I 1,625 I 1,843 
1,412 I 1,501 I 1,429 I 1,337 
0.806 0.852 1.1371 1.375 

食糧，飲料，たばこ

輸出
価 額(1,000万ディルハム）
数 量(1,000ドル）
単 価(A)(1,000ディルノヽ ム／ドル）

輸入
価 額(1,000万ディルハム）
数 景(1,000トン）
単価(B)(1,000ディルハム／ドル）

503 971 
596 ． 。

交 易 条 件 A/B 131 

農産輸輸物貿易の入出比重 50.1 
21. 7 

燐鉱石輸出の比頂 24.1 

636 I 1,835 1,975 
868 1,525 1,814 

0.733 1,203 1.089 
ヽヽヽ ・→

116 95 126 

48.1 28.1 31.2 
14.5 23.6 15.5 

23.0 47.7 35.8 

（出所） World Bank, Maracca, Basic Ecanamic Report, Dec. 1980より作成。

15億9000万ディルハムに達し，輸出総額の51％を

支えているのである。この燐鉱石に次ぐのは，農

産物であり，輸出総額の 3割前後を占めている。

以上の検討から明らかなように， ECとモロッ

コとの間の貿易構造は，モロッコの工業原料・農

産物・軽工業製品輸出，工業製品（資本財）輸入と

いう典型的な先進国・開発途上国間貿易の構造で

あるといえる。この点は貿易収支の上でも明瞭で
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あって，鉱物原料および農産物のみが恒常的に黒

字であるにすぎない。そして，産業近代化に伴う

資本財を中心とした工業製品の輸入額が，それら

を大幅に上回って，貿易入超の原因となっている

のである。

産業・経済の近代化に伴うこの国際収支上のジ

レンマの中で，外貨獲得源としての，農産物輸出

の持つ大きな意義は明らかとなった。だが，他方
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マグレプ諸国の対EC農産物貿易

第13表ーB モロッコの農産物輸出

品

（単位： 1,000ディルハム）

NTBI 価 額構成比（％）

目分類i ' 1 
番号1969年1974年1969年1974年

I 

0307
⑱

101214

息
222345

類
蝉
実
類
子種

贔

用油

菜
魚
野
果
穀
採

油脂
肉，魚介類の調整品
野菜の調整品
アルコール飲料
油粕等
コハク
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．
．
．
．
．
．
．
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2
2
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2
1
1
8
1
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2
2
 

合 計 11,4431 2,027j 100.~ 100.0 q 
（出所） （注） 第4表に同じ。

E C 諸国
I 

アメリカ大陸諸国
コメコン諸国
その他諸国

全世界

第14表モロッコの地域別農産物貿易収支

竺＿，J1971年 [~-1972-̀ 9-• 1973年

844,690 I 746,455 I 1,007,637 
t. 280,687 I e. 483,833 I 2, 316,181 
△ 3,625 I 78,718 I 62,891 
t. 49,603 I t. 13,645 I t. 12,768 

510,775 l 327,6951 ~ 

（単位： 1,000ディルハム）

1974年］ 1975年
586,6981 

A1, 
△ 

A I 

t,. 755,430 I t,.1,865,309 

（出所） Annuaire Statistique du Maroc, 1975, 1976. 

における農産物輸入はどうだろうか。実際には，

第12表に示されているように，輸入に占める農産

物の割合は，安易に看過することができないほど

大きいのである。この点にも注目しつつ，農産物

貿易をやや立入って検討しよう。

第12表は， 70年代中頃に，モロッコの輸出構造

が大きく変化したことを示している。すなわち，

1974年の燐鉱石価格引上げに伴って，モロッコの

主要輸出品である農産品と燐鉱石の地位が逆転し

たのである。そして農産品の輸出における相対的

な地位の低下は，その変化が急激だっただけに，

この燐鉱石価格の上昇という一要因だけで説明す

ることが可能であろう。

だが，われわれが農産物貿易それ自体について

立入って検討してみると，農産物輸出の相対的

（価額，数量ともに絶対的増大）地位の急激な低下は，

また違った意味をもってくる。すなわち，第12表

の農産物の交易条件のデータが示すように， 7~

代の中頃を境に，モロッコは，農産物貿易におい

て入超を記録するに至ったということ。それと関
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連してモロッコの農産物貿易の交易条件が悪化し

たという事実である。こうした事実は，モロヅコ

の農産物貿易構造の脆弱性を明瞭に示していると

考えられるのである。

この脆弱性は，モロッコの農産物貿易の品目構

成を示す第13表で明確に示されている。まず輸入

についてみると， 70年代前半に，穀類の輸入が急

増し，輸入額の上で第 1位となった事実が注目さ

れる。これに次いで，砂糖，油脂というカロリー

供給を主目的とした基礎的食糧が主要な品目とな

っており，この 3品目で農産物輸入額の69.3％を

占めているのである (1974年）。これとは対照的に，

輸出においては，野菜と果実（いずれも調整品を含

む）のみで56%，次いで魚介類の調製品 9.5%,

油脂（オリーブ油）8.6%が主たる品目である (1974

年）。主として， EC先進工業国向けのこれらの産

品が，これらの諸国での不況による需要の縮小に

よって大きな打撃を受けたことが， 「石油危機J

以後の農産物輸出の数量的低下（第12表）にあらわ

れている。基幹的農産物を外国に依存し，逆に，

先進工業諸国の食料消費の「高度化」に対応し，

したがって需要の変動の激しい特定作物の輸出向

け生産に傾斜したモロッコ農業のあり方こそ，ま

さに文字通り，植民地遺制としてのモ Jカルチャ

ー経済というべきではないだろうか。

この問題は，モロッコの農産物貿易を対EC諸

国との関係に限定するなら，その他の新たな事実

関係とともにより明確な形であらわれてくる

（第15表）。この表によれば， EC諸国からの農産物

輸入に関して，以下の特徴的事実が指摘されるで

あろう。 (1)かつて宗主国であったフランスとの貿

易の比重が， EC諸国全体との貿易の中で，輸出・
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マグレブ諸国の対EC農産物貿見

第15表ーB モロッコの EC対農産物貿易（輸出） （単位： 1,000米ドル）
ー-・・、．．．．．．．．．．．．．．．．、．．．、． ．．．．．．

フラン ， 
SITC 

ス ! EC諸国（フランスを除く 8カ国）

(Rev) 商品名 価 額 構成比（％） 価 額 構成比（％）
番 号

．．．．．．．  
I 1965年 |1974年I1978年 11965年``年:1965年 11674年 1二，65年11974年1978年

- -ロ----ニ-1 - | I I - - - 1 

生 体 動 物 1,021 - 8671 0.6 - 0.3 - -1 -

舟製品，靡函： 3，82] 3,6翌。．1 1: lミ五匹竺。〗°凸i
魚介類 '14,554123,6281 26,102 9.0 10.7 9.41 5,318 15,544'20,739 8.4 8.8! 11.2 
穀類， 870] 2,2681 808 0.5 1.0 0.31 3,469 6,048 2,260 5.4 3.41 1.2 

05 果実，野菜 113,6001164,962:226,426 70.5 74.6; 81.51 41,983 90,415¥40,815 65.9 51.41 75.7 
06 砂糖蜜 1 9 7 - 828 0.1 ー0.31.247!. 1; 7311 6;263 0.4. 1:01 3.4 
07 コーヒー，茶，ココア 351: 1,0331 1.317 0.2 0.5 o.s: 362: 1,323' 1,846 1.6 0.81 1.0 
08 飼料 2,642 2,988 1,758 1.6 1.4| 0.6| 1,4681 2,662l 2,721 2.3 1.5 1.5 
09 その他食料品 一 478i 9391 - 0.21 0,31 — 30 

11 飲料 21,928110,2401 5,79i 13.6, 4,61 2.11 5431. 407'12~ 0.9, 0.21 0.1 
12 たば：：：
21 原皮ー 991 139 -I -/」- -27，一1

22 油福種f・ナット 216: -1 - 0.11 -1 -1 4111 260 64: 0.71 0.2 
231.1 天 然 ゴ ム -J - - - --
24 木材コルク 235! 3291 322. 0.11 0.1: 0.11 2,384! 2,61じー 3.71 1.5 

261~265天然繊維 631 130 60 0.4 0. 1| -1 655! l,943 2,554 1.0 1.1 1.4 
その他の動植物 、

29 性原材料 3`，759 7,260 7,417 2.3 3.] 2.7 5,9461 3,559 3,486 9.3 2.0 1.9 

4 油 脂 1,036; 3,8651 1,3301 0.61 1.71 0.51 854149,3241 4,992 1.31 8.0 2.7 
.．..  

ム 計 161,169:221,]01277,795!100.0 100.0[ 100.0[ 63,719:176,031185,961: 100.0[ 100.0[ 100.0 
... 

(iH所） Statistical office of the U. U., Supplement to the iVorld Trade Annual各年次。
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0
 

輸入ともに低下してきたこと。すなわち，貿易相

手国の多様化・分散化が， EC農業共同市場の拡

大に伴って進展したこと。 (2)しかし，依然として

最大の貿易相手国であるフランスとの交易をみる

と，輸入においては，穀物，砂糖，酪農品，卵とい

う伝統的輸入品を主としている点に基本的変化は

ない。輸出においては，野菜・果実の比重が圧倒

的であり，それらへの特化が強まり，輸出額の 5

分の 4ほどに達している。また魚介類がかなりの

比重を持ち続けていること，さらに萄萄酒輸出が

後退していることにも注目しておきたい。 (3)フラ

ンス以外の EC諸国からの輸入では，乳製品・卵

の比重が依然として大きい。 1974年に，油脂（西

ドイツかちのなたね油）が急激に増大していること

であるが，これは食用よりも工業用である。砂糖

の比軍が低下した理由は，フランスの場合と同様

（中・南米からの輸入増による）と考えられる。次に

輸出に目を移すと， 油脂（イタリア向けのオリーブ

油）が急増しているが，あくまでも一時的現象で，

果実・野菜が大宗を占めている事態に変化はない。

以上の，モロッコの対EC農産物貿易の構造的

特徴は，基本的には，アルジェリア，チュニジア

のそれと同ーであるといってもよいであろう。す

なわち，マク門レプ三国は，独立後，相異なった途を

歩んでぱいるが，程度の差はあれ，いずれの国も，

植民地時代に形成されたモノカルチャー的農業構

を払拭しきれていないという事実があり，農産

物貿易の構造が，そうした現実を鮮明に反映して

いるということである。そうした中でも，モロッ

コの場合，農産物輸出の総輸出額に占める割合が，

他の二国に比較してとびぬけて大きい。現体制が

それを経済発展計画の中で重視してきたことから
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第16表 EC諸国のオレンジ輸入I) (1976年）
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みれば当然の結果であろう。だが，果実・野菜を

中心とした，先進国向け農産物輸出に今後とも大

きな期待を抱くことができるだろうか。この点に

ついて，モロッコの典型的輸出農産物であるオレ

ンジを例にとって若干の検討をしておこう。

2. ECへのオレンジ輸出

EC諸国のオレンジ貿易を示す第16表によれ

ば， ECへのオレンジ輸出国としては，モロッコ

は，スペイン，南アフリカ，イスラエルに次いで

第4位にある。 EC諸国への最大の供給国はスペ

インであり，そのジェアーは43％と断然他をひき

離している。またその市場も，西ドイツを筆頭に，

他の諸国にもむらなく拡っており，その競争力は

隔絶しているといえよう。南アフリカは当然のこ

とながら，出荷時期の関係で，生食用オレンジで

は地中海沿岸諸国と競合しない。

これに対して，アルジェリア，チュニジア産オ

レンジの市場は，数量が少ないし，冑またフランス

に集中していることに見られるように，その競争

力は劣弱である。この点モロッコは，フランス，

西ドイツを中心に広く EC市場に浸透していると

いえる。

ECの柑橘市場組織については，ここでは立入

って論ずることはできないが（注2), ECへの域外

からの輸入に適用される制度としては，共通域

外関税が基礎となっている。さらに域内価格支持

のために，参考価格が設定され，輸入産品の通関

価格がこれよりも低くなる場合には，補整課徴金

が徴収されることになっている。また，マグレプ

産オレンジに対しては， 1969年協定および1976年

協定において，共通関税率の80％譲許が定められ

ている乍 3)。これに対して，イスラエルに対する

譲許率は60％であるから，この点からもマグレプ

産オレンジは価格競争の面で劣剪に立っていると

推量される。

EC柑橘市場をめぐる環境は，マグレブ諸国に

とって一層厳しいものとなることが予測される。

なぜなら，地中海地域では，各国の柑橘類の増産

によって輸出余力が増大し，販売競争が激化して

いる反面， EC諸国では，経済不況の長期化の中

で，需要が停滞となってきているからである。そ

の結果，国際オレンジ価格は伸び悩んでいる。さ

らに国際的にみて柑橘類（とくにオレンジ）の生産

と輸出力の拡大が長期的傾向として予測されても

いる（注4)。最後に，他の地中海性産品の多くと同

様に，ギリシャ，スペイン，ボルトガルのECへ

の新規加盟が，マグレプ諸国のオレンジ輸出に対

しても一層不利な状況をもたらす危険性があるこ

とを指摘しておこう。

（注 1) 宮治一雄『アフリカ現代史， V, 北アフリ

カ』 206ページ参照。『中東・北アフリカ年鑑， 1979~

80』参照。

（注2) OECD 前掲書 60ページを参照。
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（注 3) メ ッ ラ ー フ 前掲書 152ページ。

（注4) FAO, Situation et principaux problemes 

du marche des agrumes, 1975. 

むすび

はじめに，われわれはマグレブ三国において今

H, 「どの程度植民地経済からの脱却過程が進行

しているだろうか」という問題を提示しておい

た。もとより，本論は，その分析対象を， EEC

との農産物貿易構造に限定している。そうした限

定の中で，言いうることは，結論的には，マグレ

プ三国では，某本的には今日でもなお植民地経済

に特有の農産物貿易の型から脱却できていないと

いうことである。

確かに，石油・天然ガス，燐鉱石などの鉱物資

源の開発とそれらの輸出を軸に，マグレプ三国は

工業化を推進している。しかし経済的自立をめざ

す，こうした経済開発それ自体が新たな困難をひ

きおこしている。それは，先進国に対する経済的・

マグレブ諸国の対EC農産物貿易

金融的依存をかえって強める。それはまた国民的

生産力の跛行的展開をもたらす。農業の二重構造

のもたらす経済的・社会的矛盾は深化する。

1981年8月，平壌において「食糧・農業増産に関

する非同盟およびその他発展途上諸国の討論会」

が開催された（注1)。アルジェリア・チュニジアを

含む80カ国の代表が参加したこの会議の「宜言」

は， 「大部分の非同盟およびその他発展途上諸国

が直面している不安定な食糧問題の終局的で実際

的な解決策は，彼ら自身の需要を満たしうる程度

に食糧生産を急テンボで成長させ，食糧の分配の

改善を可能にする構造的または機構的変革にもと

づいた，個別的および集団的な食糧の自給自足を

実現することにある」と述べている。マグレブ諸

国が「宜言」のこうした方向をどのように実現し

ていくのか，今後の動向を見守っていこう。

（注 1) 『朝鮮時報』 1981年 9月 7日。

（駒沢大学講師）
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